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また，地方自治法 234 条 6 項は，「競争入札に加わろうとする者に必要な資格，
競争入札における公告又は指名の方法，随意契約及びせり売りの手続その他契約の
締結の方法に関し必要な事項は，政令でこれを定める」として，一般競争入札の公
告に関しては，この規定を受けて，地方自治法施行令 167 条の 6が，以下のように
規定している。
（一般競争入札の公告）


































また， 研究者によれば， 公告すべき事項は， ① 一般競争入札に付する事項， ② 入
札に参加する者に必要な資格， ③ 契約条項を示す場所， ④ 入札の日時および場所， 












地方自治法は特に定めをおいていないが，地方自治法 16 条 4 項は，条例の公布に
必要な事項は条例で定めなければならないとして，久米南町公告式条例 2 条 2 項
は，条例の公布は，「久米南町役場前の掲示場」に掲示することを定めている。そ
して，同条例 7条が「公告，公表など一般に周知を要するものについては第 2条第
































　（3）　契約期間　　平成 29 年 1 月 1 日から平成 33 年 12 月 31 日まで
　（4）　履行場所　　久米南町教育委員会の指定する場所
　　（5）　入札日時　　平成 28 年 10 月 17 日（月）午前 9 時から平成 28 年 10 月
18 日（火）正午まで（勤務時間内に限る）













その後，10 月 3 日に，久米南町スクールバス運行業務委託に係る仕様書及び入
札日時等の変更が行われたが，変更内容は公告されなかった。
具体的には，変更されたのは，以下の三点である。まず，業務委託期間を，当初
の公告における「平成 29 年 1 月 1 日から平成 33 年 12 月 31 日まで」から，「平成







さらに，入札日時を平成 28 年 10 月 31 日（月）正午までに変更し，開札日時を平














の 6や久米南町財務規則 103 条の特定の号に該当することである。
（1）　契 約 期 間
第一に，「契約期間」である。吉野意見書では，「契約期間」を久米南町財務規則
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103 条 10 号「その他必要な事項」としている。しかし，「業務委託契約」において
「契約期間」は契約の「根幹部分」として考えることができるであろうから，財務
規則 103 条 1 号の「入札に付する事項」に該当すると考えられる。「入札に付する
















則 103 条 1 号「入札に付する事項」のようにみえるが，実際には，地方自治法施行
令 167 条の 6第 1項が規定し，それを受けて，財務規則 103 条 4 号の「入札の場所
及び日時」に基づいて公告されたものであると考えられる。仕様書の変更に伴い，




































を呼びかけたにもかかわらず，平成 28 年 10 月 3 日までに参加資格確認申請書が提















































































































さらに，「入札日時」と「開札日時」は，地方自治法施行令 167 条の 6 第 1 項が
























































































あり，まず，違法である契約の効力に関しては，最高裁判決（最判昭和 62 年 5 月 19
228








































ただし， 学説においては， 違法性が 「何人の目にも明らかで」， 「規定の趣旨を著し


















ものであり，随意契約の方法を制限する法令（地方自治法 234 条 1 項，2 項，同法
施行令 167 条の 2）に反するものであるから違法であり，本件各契約の効力は，そ
の余の点（本件各契約内容の公序良俗違反の有無）につき判断するまでもなく，地







旭川地判平成 16 年 5 月 7 日 LEX/DB 28091466（甲第 63 号証）は，「本件におい
ては，当初から，A 契約を被告 A4 が受注することを前提に，土地利用構想による
方法が採用され，随意契約の方法が採用されたものとしか考えられない。」とした









































治法 242 条の 2 第 1 項 1 号の差止めが求められた事件に関して，横浜地判平成 24





あり，これを無効としなければ地方自治法 2 条 14 項，地方財政法 4 条 1 項の趣旨
を没却する結果となる特段の事情が認められるというべきであって，本件委託契約
は私法上も無効というべきである」とする。
















以上の裁判例をみると，補助金の交付に関する東京高判平成 18 年 9 月 26 日判時


















行令 167 条の 6等の法令違反があったとしても，当
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